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研究要旨 

【背景と目的】 

認知症診断後に適切な支援につながらない「空白の期間」の解消は重要な課題である。診断後支

援の質を高める要素としてアドバンス・ケア・プランニング（ACP）が注目されるが、実臨床にお

ける実施状況は明らかでない。本研究は、認知症サポート医におけるACP実践の現状と関連要

因を明らかにし、診断後支援との関係を検討することを目的とした。 

【方法】 

東京都に登録されている認知症サポート医 1,438 名を対象に郵送による横断調査を実施し、

200名から回答を得た（回収率14%）。ACP実施状況に加え、基本属性および診療実践（告知、

心理的支援、情報提供等）を調査し、群間比較を行った。 

【結果】 

ACP については 21%が全患者に実施、46%が必要時に実施、33%が通常は実施していなか

った。ACP を全患者に実施する医師は、女性、神経系専門、独居患者を多く診療する傾向があ

り、本人への直接告知、心理的支援、診断後支援に関する幅広い情報提供を有意に多く行ってい

た。 

【考察】 

ACP に積極的な医師は、診断後支援を包括的に実践している傾向があり、ACP は単独の意思

決定支援ではなく、診断後支援の質を反映する実践である可能性が示された。 

【結論】 

ACP は認知症診断後支援の重要な構成要素であり、その実装状況の把握は支援体制の改善に

資する。今後は ACP を診断後支援の中核として研修や制度に位置づけ、普及と質向上を図るこ

とが求められる。 
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Ａ．研究目的 

認知症は進行性の疾患であり、診断後の

生活においては、医療のみならず、社会的支

援や生活支援を含む包括的な「診断後支援

（post-diagnostic support）」が不可欠

である。近年の認知症施策においては、単に

早期診断を行うことにとどまらず、診断後に

本人と家族がどのように生活を再構築し、地

域の中でその人らしく暮らし続けるかを支え

る支援体制の整備が重視されている。しかし

ながら、実際の現場では、診断後に十分な支

援につながらない、いわゆる「空白の期間」

が存在することが指摘されており、この期間

は医療・介護サービス利用の遅れや社会的

孤立をもたらし、生活の質に影響を及ぼす可

能性がある。この期間をいかに埋めるかが

重要な課題となっている。 

診断後支援の質を規定する重要な構成要

素の一つとして、アドバンス・ケア・プランニ

ング（advance care planning: ACP）

が挙げられる。ACP は、本人の価値観や人

生観に基づいて将来の医療やケアについて

話し合い、共有するプロセスであり、認知症

のように意思決定能力が徐々に低下する疾

患においては、早期からの導入が特に重要

とされている。これまでの研究により、ACP

は本人の満足度や QOL の向上、望まない

医療の回避、家族の意思決定負担の軽減な

どに寄与することが示されている。一方で、

認知症診療の現場においては、診断後支援

の一環としての ACP が十分に実践されて

いるとは言えず、その導入の遅れが診断後

支援の質に影響している可能性がある。 

このような背景のもと、地域における診断

後支援の担い手として重要な役割を果たす

のが認知症サポート医である。認知症サポー

ト医は、所定の短期研修を修了し、認知症診

療に関する専門的知識を有する医師であり、

地域の医療・介護資源をつなぐハブとして、

診断後支援の実装を担う中核的存在であ

る。しかしながら、現行制度では資格維持の

ための更新制度や継続的専門教育の義務は

設けられておらず、ACP を含む診断後支援

に関する実践能力がどの程度維持・向上さ

れているのかは明らかではない。また、一部

の自治体においてフォローアップ研修が提

供されているものの、その参加は任意であ

り、地域差も大きい。 

以上を踏まえると、認知症サポート医が日

常診療においてどの程度 ACP を実践して

いるのか、またどのような医師が積極的に

ACP を実施しているのかを明らかにするこ

とは、診断後支援の実態と課題を把握し、そ

の強化に向けた方策を検討する上で重要で

ある。本研究は、認知症診断後支援のあり方

を検討する研究の一環として、東京都におけ

る認知症サポート医を対象に、ACP 実践の

現状を明らかにするとともに、日常診療にお

いて積極的に ACP を実施している医師の

特徴を探索することを目的とする。本研究

は、ACP そのものを評価するのではなく、

診断後支援の質を測る一指標として ACP

を位置づけて検討した点に特徴がある。 

 

Ｂ．研究方法 

１）研究対象 

東京都に登録されている認知症サポート

医全員（n＝1,438）を対象に、郵送による

横断調査を実施した。 

 

２）調査項目 

質問票では ACP の実施状況に加え、基
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本属性（性別、年齢層、勤務施設の種類、専

門分野、年間の新規認知症診断数）について

尋ねた。本研究では ACP を「将来の医療お

よびケアについて本人と話し合う実践」と定

義した。さらに診療実践として、診断および

予後の告知、心理的支援の提供、診断後支援

に関する情報提供（介護保険、地域資源、成

年後見・権利擁護、地域機関との連携など）

についても調査した。 

 

３）分析方法 

専門職同士の協議から、回答なしは、関心

なしと近似可能であり、非積極群と見なして

解析した。本研究は探索的・仮説生成的研究

であるため、群間差の検討には複数の単変

量カイ二乗検定を用いた。多重比較に対する

正式な補正は行わず、結果は探索的に慎重

に解釈した。また、本研究の目的が仮説生成

にあることから、多変量解析は実施しなかっ

た。 

 

４）倫理的配慮 

本研究は東京都健康長寿医療センター研

究所の倫理審査委員会の承認を得て実施さ

れた（R24-080）。研究は 2013 年改訂の

ヘルシンキ宣言に準拠して行われた。 

 

Ｃ．研究結果 

合計 200 件の回答が得られ（回収率

14%）、ACP については、34 名（17%）が

「全患者に実施」、73 名（37%）が「必要に

応じて実施」、52 名（26%）が「通常は実施

していない」と回答し、無回答は 41 名

(21%)だった（n＝200）。全患者に ACP

を実施している群と無回答を含めたその他

の群を比較すると、前者では女性医師であ

ること、神経系関連専門（神経内科、精神科、

脳神経外科）に属すること、独居の認知症患

者を診療していること、診断および予後を本

人に直接告知していること、本人および家族

に心理的支援を提供していること、診断後支

援に関する幅広い情報提供を行っているこ

とが有意に多かった（表 1）。 

認知症サポート医の研修カリキュラムには

ACP は明示的には含まれていないが、日常

的に ACP を実施している医師は、家族のみ

ならず本人に直接情報を伝える傾向がみら

れた。 

 

Ｄ．考察 

本研究の結果は、ACP が認知症診断後支

援の重要な構成要素として位置づけられう

ることを支持する結果であった。すなわち、

診断後支援とは、医療のみならず生活支援

や将来の意思決定を含む包括的な支援であ

り、ACP はその中核をなす実践の一つと考

えられる。 

本研究では、女性医師や神経系関連専門

の医師において ACP の実施が多い傾向が

みられた。女性医師の方が ACP に関与しや

すいとする海外の報告とも整合的である。ま

た、認知症診療においては、疾患の進行や認

知機能低下に対する理解が深い専門領域の

医師ほど、ACP に積極的である可能性が示

唆された。さらに、独居の認知症患者を多く

診療する医師において ACP の実施が多か

ったことは、代理意思決定者不在のリスクや

社会的脆弱性への認識が影響している可能

性がある。 

加えて、ACP に積極的な医師は、診断の

直接告知や心理的支援、診断後支援に関す

る情報提供にも積極的である傾向がみられ
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た。これは、ACP が単独の行為ではなく、診

断後支援全体の質と関連する実践であるこ

とを示唆している。すなわち、患者の人生全

体を支援する姿勢が ACP の実施にも反映

されていると考えられる。 

現在、ACP は認知症サポート医の研修制

度には明示的に組み込まれていないが、認

知症が進行性かつ死に至る疾患であること

を踏まえると、その導入と強化は合理的かつ

有益である。本研究の結果は、認知症サポー

ト医の研修や地域支援体制において、ACP

を診断後支援の中核要素として明示的に組

み込む必要性を示している。 

本研究にはいくつかの限界がある。第一

に、横断研究であるため因果関係を明らか

にすることはできない。第二に、回答率が低

く、認知症診療に積極的に関与している医師

が過大に反映されている可能性がある。第

三に、ACP の実施状況は自己申告であり、

実際の臨床行動を完全には反映していない

可能性がある。 

以上より、本研究は、認知症診断後支援の

質を評価する視点として ACP を位置づけ、

その実装状況と関連要因を明らかにした点

に意義がある。今後は、ACP を含む診断後

支援の体系的な実装に向けた教育および制

度設計の検討が求められる。 

 

E．結論 

本研究は、認知症サポート医における

ACP 実践の現状と関連要因を明らかにし、

ACP が診断後支援の質を反映する重要な

要素であることを示した。ACP に積極的な

医師は、告知や心理的支援、情報提供にも積

極的であり、包括的支援の担い手である可

能性が示唆された。今後は ACP を診断後

支援の中核として研修や制度に位置づけ、そ

の普及と質向上を図る必要がある。 
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表１ ＡＣＰの実施と診断後支援 

 

* p<0.05, ** p<0.01. *** p<0.001 

カテゴリ 項目 

全患者に ACP 実施 

(n=34) 

その他  

(n=166) p 値 

基本属性         

 性別：男性 23 (67.6%) 138 (84.1%) 0.031* 

  性別：女性 11 (32.4%) 26 (15.9%)   

  年齢層：49 歳以下 7 (21.2%) 19 (11.5%) 0.157 

  年齢層：50 歳以上 26 (78.8%) 146 (88.5%)   

  施設種別：病院 10 (30.3%) 33 (21.4%) 0.265 

  施設種別：診療所 23 (69.7%) 121 (78.6%)   

  専門分野：神経系 13 (38.2%) 33 (19.9%) 0.026* 

  専門分野：その他 21 (61.8%) 133 (80.1%)   

  新規診断数：週 1 件以上 13 (41.9%) 36 (27.1%) 0.128 

  独居患者の診療：あり 32 (94.1%) 93 (75.0%) 0.016* 

診断時の診療実践       

 診断の本人告知：あり 27 (90.0%) 100 (74.1%) 0.091* 

  診断の家族告知：あり 29 (96.7%) 128 (95.5%) 1 

  予後の本人告知：あり 20 (66.7%) 60 (44.4%) 0.042* 

  予後の家族告知：あり 26 (76.5%) 105 (80.2%) 0.45 

  本人への心理的支援：あり 29 (96.7%) 110 (81.5%) 0.050* 

  家族への心理的支援：あり 30 (100.0%) 111 (82.2%) 0.008** 

診断後支援に関する情報提供       

 認知症知識：あり 26 (86.7%) 74 (54.4%) <0.001*** 

  地域包括支援センター：あり 25 (80.6%) 81 (59.6%) 0.038* 

  介護保険：あり 29 (93.5%) 97 (71.9%) 0.010* 

  成年後見・権利擁護：あり 11 (35.5%) 26 (19.1%) 0.057 

  経済的支援：あり 11 (35.5%) 24 (17.6%) 0.048* 

  家族会：あり 7 (22.6%) 11 (8.1%) 0.047* 

  ピアサポート：あり 6 (19.4%) 10 (7.5%) 0.083 

  認知症カフェ等：あり 9 (29.0%) 21 (15.4%) 0.116 

  運転免許更新・返納：あり 10 (32.3%) 21 (15.6%) 0.041* 

  若年性認知症の就労支援：あり 3 (9.7%) 9 (6.7%) 0.699 

診断後支援の実践       

  地域機関連携：あり 20 (64.5%) 57 (41.9%) 0.028* 

  心理的支援：あり 19 (61.3%) 42 (31.1%) 0.003** 


